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農林水産省「農林水産物・食品の輸出実績(2022)」より筆者作成

輸出上位3ヶ国（2022年）

1位 中国 2,783億円
2位 香港 2,086億円

3位 アメリカ 1,939億円

輸出上位3品目（2022年）

1位 アルコール飲料 1,392億円
2位 ホタテ貝（冷凍・冷蔵） 911億円

3位 アメリカ 1,939億円

農水産物の輸出
日本の農水産物輸出額



2000年 4,757,146人

2019年 31,882,049人

訪日外国人

2006年 2.4万店

2021年 15.9万店

海外の日本食レストラン

約6.7倍 約6.6倍

輸出増加の背景



分析の目的

日本の農水産物輸出の促進・阻害
要因を明らかにする

輸出をさらに拡大させるための政
策を提言する



分析結果

訪日外国人の国内での飲食費
→正に有意

海外における
日本食レストランの数

→正に有意



先行研究
村石（2020）「日本の農産物輸出に関する計量分析」
作山（2022）「日本の農林水産物輸出額の決定要因-輸出関数と重力モデル
の 推計による実証分析」

・名目GDP
・首都間距離
・農産品関税率
・RTAダミー

共通点

・農水産物（生鮮食品、加工食品）

・実質実効為替レート

・飲食費支出

・日本食レストラン数

・東日本大震災ダミー

相違点



農水産物品ー目別

生鮮食品の内訳

農林水産省「2022年農林水産物・食品の輸出実績(品目別)」(2022)より筆者作成

加工食品の内訳



外国人の日本食消費の増加

訪日外国人旅行者一人当
たり旅行支出額の増加

2013年136,693円
2019年158,531円

訪日外国人の飲食費支出の増加

飲食費支出割合
2013年20.5%
2019年21.9%

海外にある日本食レストランの増加



海外にある日本食レストラン

ロシア 3,200店

アジア 122,000店
中東 1,300店

欧州 16,200店北米 28,600店

大洋州 2500店

アフリカ 690店

中南米 12,900店

※2023年時点

海外における
日本食レストラン数

1位 中国
2位 アメリカ
3位 韓国



実質実効為替レート/経済連携協定

実質実効為替レート

IMF Data 「USドル/円の為替レートの推移(1980~2023年)」世界経
済のネタ帳作成

外務省「我が国の経済連携協定（EPA/FTA）等の取組」

日本の発効・署名済みEPA



仮説

外国人による日本食消費

▪ 訪日外国人の日本食消費

国内での消費→生成食品の輸出拡大

▪ 海外にある日本食レストランでの日本食消費

海外での消費→加工食品の輸出拡大

日本の農水産物輸出は外国人による日本食消費
によって増加する



重力モデル

首都間
距離

首都間
距離

経済規模 経済規模輸出額大

輸出額小

貿易額の大小は
経済規模・首都
間距離に影響さ
れる



重力モデルによる分析

変数 予想 データの出所

被説
明変
数

EXf 生成食品輸出額 農林水産省 (単位：100
万円)

EXp 加工食品輸出額

説明
変数

GDP 名目GDP 正 国連統計部 (単位：億
ドル)

Dist 首都間距離 負 CEPII (単位：km)

RER 実質実効為替レート 負 日本銀行 (2020年=100)

T 農産品平均実行関税率 負 WTO (単位：%)

FB 訪日外国人の一日飲食費支出 正 観光庁 (単位：円/人)



重力モデルによる分析（続き）
被
説
明
変
数

変数 予想 データの出所

JR 海外にある日本食レス
トラン

正 農林水産省 (単位：万店)

DRTA RTAダミー 正 外務省
日本と地域貿易協定を結んでいる国を
１結んでいない国を0とするダミー変数

DEQ 東日本大震災ダミー 負 外務省
東日本大震災後輸入規制をしている国
を１規制緩和した国を０とするダミー変
数



生鮮食品と加工食品

生鮮食品：加工食品以外の飲食料品JAS法「生鮮食品品質表示基準
第2条」

加工食品：製造または加工された飲食料のうち「加工食品品質表示
委第2条」 用語 定義

生鮮食品 調整 一定の作為は与えるが、加工には至らないもの

選別 一定の基準によって仕分け、分類すること

加工食品 製造 その原料として使用したものものとは、本質的に異な
る新たなものを作り出すこと

加工 あるものを材料として、その本質は保持させつつ新し
い属性を付加すること



分析期間：2013年、2015年、2017年、2019年

分析対象：北米ーアメリカ・カナダ

アジアー香港・中国・台湾・韓国・ベトナム・タイ・シ
ンガポール・フィリピン・マレーシア・インドネシア
欧州ーフランス・ドイツ・イギリス
オセアニアーオーストラリア

分析期間：2013年ー2019年
分析対象：タイ、アメリカ

分析期間：2013年、2015年

分析対象：中国・アメリカ・台湾・韓国・タイ・オーストラリア・カナダ・マレーシア・フランス・
イギリス

年データ
国データの不足



推定式

In(EXp)

a0+a1In(GDPit)+a2In(Distit)+a3In(RERit)+a4(Tit)+a5

In(FBit)+a6In(JRit)+DRTAit+DEQit+εit
In(EXf)

名目GDP 首都間
距離

実質実効為
替レート

農産品平
均実行関
税率

訪日外国人
の一日の飲
食費支出

海外にある
日本食レス
トラン数

RTAダミー 東日本大
震災ダミー

生鮮食品輸出額

加工食品輸出額



分析結果

生
鮮

加
工

正に有意 名目GDP
訪日外国人の飲食費支出
海外にある日本食レストラン数

負に有意 首都間距離
実質実効為替レート

正に有意 名目GDP

負に有意 首都間距離



考察

外国人による日本食消費の増加
〇訪日時の飲食
〇海外にある日本食レストランでの飲食

輸出の促進
加工食品ー促進される
生鮮食品ー促進されない
（鮮度・状態を保ちにくい流通される場所が限られる）



国別データ

生
鮮

加
工

タイアメリカデータ

正に有意
名目GDP
負に有意
実質実効為替レート

正に有意
名目GDP
海外の日本食レストラン数
東日本大震災ダミー
国ダミー

正に有意
訪日外国人の飲食費支出
海外にある日本食レストラン数
RTAダミー

正に有意
海外の日本食レストラン数
RTAダミー



政策提言

〇分析から明らかになったこと

訪日外国人の飲食費支出の増加は加工食品の輸出を促進させる

海外の日本食レストランが増加すれば加工食品の輸出は促進される

〇政策提言

訪日外国人の飲食費支出を増加させる政策

→クーポン配布

海外の日本食レストランを増やすための政策

→ワーキング・ホリデー利用者へ日本食レストラン求人情報提供



一人当たり旅行消費額

１人当たり旅行消費額

旅行消費額の約３０％が飲食費

日本政府観光局（JNTO） 日本の観光統計データ

飲食費を増加させることはインバ
ウンド消費拡大にもつながる



＜受入環境整備＞

施設等のスタッフとコミュニケーションで特こまった困っ
た場所 [東京・名古屋・京都・大阪]（複数回答）

訪日外国人が飲食店でコミュニケーションに困った場面

訪日外国人の受け入れ環境が整備されていない

観光庁「訪日外国人旅行者の国内における受入環境整備に関するアンケート（平成29年度）」より引用



政策提言１ クーポン配布

対象店舗 個人経営の飲食店

対象地域 埼玉県ほか外国人の飲食費単価のた
かい高い地域

クーポン内容 ランチ：2000円以上で5％off
ディナー：3000円以上で5％off

配布方法 オンライン上での配布

受入環境整備 ・外国人対応マニュアル配布
・メニューの多言語化



〈対象店舗〉 個人経営の飲食店
〈対象地域〉 埼玉県ほか外国人の飲食消費単
価の高い地域

コストパフォーマンス
チェーン店 ＞ 個人経営店

待ち時間の長さ
チェーン店 ＜ 個人経営店

客単価
チェーン店 ＜ 個人経営店

対象地域 飲食消費単
価

埼玉県 2.2

東京都 2.1

沖縄県 2.1

北海道 2.0



〈クーポン内容〉
・ランチ：2000円以上で5%off
・ディナー：3000円以上で5%off

ランチ代 ＋ ディナー代

約1500円 ＋ 約2500円

1900円以上 ＋ 2850円以上

飲食費支出

約4000円

4750円以上

＝

＝

＝

〈現在の想定額〉

〈クーポン使用時〉



現在の施策
施策①

施策③

施策②

施策④

海外の日本食イメージ向上 日本食材輸出サポート

人材育成 日本食レストラン紹介

農林水産省
「海外における日本料理調理技能認定制度」

農林水産省
「海外外食事業者向けマッチング事業」

農林水産省
「日本食・食文化普及人材育成支援協議会」

・日本食レストラン紹介パンフレットの作成

・ホームページで国、地域別の日本食レストラン、日
本食材取扱いレストランを検索可能にしている

人材確保が不十分である



ワーキング・ホリデーとは
•相手国・地域に移住する相手国・地域の国民・住民であること

•一定期間相手国・地域において主として休暇を過ごす意図を有すること

•査証申請時の年齢が18歳以上30歳以下であること（オーストラリア、カナ
ダ、韓国及びアイルランドとの間では18歳以上25歳以下ですが、各々の
政府当局が認める場合は18歳以上30歳以下まで申請可能です。また、
アイスランドとの間では18歳以上26歳以下の方が申請可能です。）

•子又は被扶養者を同伴しないこと

•有効な旅券と帰りの切符（又は切符を購入するための資金）を所持する
こと

•健康であること

•以前にワーキング・ホリデー査証を発給されたことがないこと



政策提言２ ワーキング・ホリデー

海外の日本食レストラン

JRO* ワーキングホリデー協会

求人情報の提供

従業員不足の解消
人を派遣

レストランの登録

JRO*：特定非営利活動法人 日本食レストラン海外普及推進機構
日本国外での日本食レストランを募集し飲食店登録を行っている

Job Broad**の提供

６００の企業のうち
日本食レストランは３件のみ

Job Broad**：掲載料無料のお仕事掲示板



ワーキング・ホリデーを行う必要性

海外の日本食レストラン

・人材の確保が容易になる
・教育コストの削減

ワーホリ相手国

・外国人入国者が増加
⇒インバウンド効果が見込める

ワーホリ利用者

・自ら職場を探す必要がない
・新知識を覚える必要がない
（自国の食文化のため）
・英語が不安な人も挑戦できる

日本

・海外の日本食レストランが増える
⇒日本の農水産物輸出増加

斡旋先 日本国内

日本・斡旋先双方に利点がある



まとめ

農水産業の衰退している
近年農水産物の輸出は増加傾向にある

外国人の日本食消費の増加→日本の農水産物輸出は増加される

訪日外国人の飲食費支出増加・海外の日本食レストランの増加
→輸出の拡大可能性◎

今後の課題
分析においてデータが不十分で日本の輸出の全貌を説明できたわけではない
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